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約25％の特養に空床

～民間調査機関が公表～

社福に対する税務や会計専門家の支援を促進

～厚労省、小規模法人も経営力強化図る～

2017年度末の待機児童解消困難

～想定上回る保育需要～

特養特養特養特養のののの空床割合空床割合空床割合空床割合 空床原因空床原因空床原因空床原因((((複数回答複数回答複数回答複数回答))))

全体

東京23区

政令市

それ以外

の地方

人手

不足

入所希望

者不足

26.0％ 31.1％ 24.4％ 50.3％ 37.8％

◆これまで多くの機関によって、特養の入所待機者が

多くいるとの調査結果が示されていますが、みずほ情

報総研は６日、全国の特養のおよそ４分の１が空床を

抱えているとの調査結果を公表しました。

調査は厚労省が費用を助成する事業の一環で、52万

人に及ぶ特養の入所待機者の現状を把握する目的で行

われました。公表内容は下表の通りで、地方に比べ都

市部での空床が目立っています。空床の一因は職員採

用の困難さで、人手不足で空床が生じている施設が多

いことが伺えます。一方、地方では入所希望者が少な

いことも原因になっており、待機者が多いとされてい

た時期とは変化が見られます。

特養への入所を希望する人が減少している背景は、

介護保険制度の変更によって入所対象者が原則として

要介護度３以上の人に制限されたことや、サービス付

き高齢者向け住宅などの他施設の整備が進んでいるこ

とがあるようです。

各施設のベッド稼働率は高い水準を維持しています

が、地域によって特養のニーズが偏在しているほか、

これまで待機者が多いと報道されてきたことによって

「希望しても入所できない」という先入観があること

も指摘されています。

◆３月２日、厚労省社会・援護局の関係主管課長会議が全国の自治体担当

者を集めて開催され、来年度予算に関連して４月から完全施行される改正

社会福祉法に関する説明が行われました。

改正法の柱のひとつに社福の財務規律の向上を図ることが挙げられてい

ますが、税理士や公認会計士などの専門家(以下「会計専門家」という。)を

活用していくことが改めて示され、その拡充に向けて新たに予算を充てる

方針も明らかになっています。

会計専門家を活用した支援策としては29年度予算案における対応として

示され、具体的な内容は右の通りです。社福の経営力強化に向けて会計専

門家による支援を促進させることとしており、いずれの支援策にも会計監

査人設置の対象とならない小規模法人の支援を進めていくことが盛り込ま

れています。

会計専門家による支援を充実させることによって、所轄庁もその判断を

役立て、指導監査の周期を延長させたり、監査事項の簡略化を行うことが

期待され、会計専門家の意見がますます重要になることが予想されます。

指導監査の見直しについては、パブリックコメントのほか、小規模法人

に対する会計専門家の支援の具体的な方法について税理士会や会計士協会

との協議を経て、公表される予定です。

◆厚労省社会・援護局の主管課長会議では、全国の約３

割の社福が改正法に基づく新定款の承認を得られていな

いことも明らかにされました。

このうち、申請を行っていない社福が13.5％、申請は

行っているが、所轄庁が認可を終えていないものが17.0

％あるとされています。定款変更の期限が今月末に迫っ

ているため、厚労省は自治体担当者に対して、法人に申

請を促し、審査も迅速に行うよう求めています。

(参考：福祉新聞)

新定款未認可の法人、全国で３割

◆政府は2017年度末までに待機児童を解消するとして、

保育所整備などを進めているところですが、朝日新聞社が

５日に公表した調査結果によると、期限までに待機児童を

解消できると回答した自治体は３割にとどまることが明ら

かになりました。

待機児童解消待機児童解消待機児童解消待機児童解消にににに

向向向向けたけたけたけた自治体自治体自治体自治体のののの状況状況状況状況

((((単位単位単位単位：：：：自治体自治体自治体自治体))))

達 成 26

未達の可能性 29

未達見込みで計

画見直しを検討

14

達成年度の延期 6

無 回 答 9

調査は東京23区と20政令市、昨

年４月１日時点で待機児童が100人

以上いた41自治体の合計84市区町

を対象に実施され、全自治体からの

回答をまとめたものです。

解消が難しい理由としては、保育

需要が想定を上回ったこと（33自

治体）が最も多く、続いて保育士不

足、用地不足（各14自治体）など

となっています。また周辺住民との

調整が進まないことも理由に挙がっ

ており、保育所整備に予算が充てら

れても障壁が多くあることが伺えま

す。 (参考：朝日新聞ウェブ)

(参考：厚労省ＨＰ)

≪会計専門家による支援≫

●日常業務や決算業務など、社福の

財務会計に係る内部統制向上を図

る支援。

●経理体制など財務会計に関する事

務処理体制向上に対する支援。

≪29年度予算案における対応≫

●小規模法人を対象とした経営労務

管理体制の強化に向け、会計専門

家による研修の開催。

●社福への指導・監督を強化するた

め、所轄庁が専門家から助言を受

けられるよう、地方交付税により

措置。

(参考：官庁通信社)


